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【改善の処置を要求したものの全文】

建設労働者確保育成助成金における助成金単価の設定について

（平成30年10月10日付け 厚生労働大臣宛て）

標記について、会計検査院法第36条の規定により、下記のとおり改善の処置を要求する。

記

1 制度の概要

(1) 建設労働者確保育成助成金の概要

貴省は、雇用保険法（昭和49年法律第116号）に基づく雇用安定事業及び能力開発事

業の一環として、同法、建設労働者の雇用の改善等に関する法律（昭和51年法律第33

号）等に基づき、建設労働者の雇用の安定並びに能力の開発及び向上を図るために、

建設労働者を雇用して建設事業を行う事業主（以下「建設事業主」という。）、建設事

業主の団体及びその連合団体に対して建設労働者確保育成助成金（以下「建設助成

金」という。）を支給している。

建設助成金は、建設業を支える人材、特に若年労働者の入職が進まない一方で高齢

化が進展しているため技能継承に支障が生じており、将来的な建設労働者の不足によ

る建設業の衰退が懸念されるなどとして、若年労働者の確保及び育成並びに技能継承

に重点を置いた助成金として、平成25年度に創設されたものであり、雇用関係助成金

支給要領（平成29年3月31日職発0331第7号・能発0331第2号・雇児発0331第18号。29年

3月30日以前は平成28年9月16日職発0916第1号等。以下「支給要領」という。）に基づ

き、支給要領に規定する一定の取組を実施する建設事業主等に対して必要な助成を行

うものである。そして、建設事業主等が実施する上記の取組として、各種のコースが

設定されており、その一つとして認定訓練コースが設定されている。

(2) 認定訓練コース（賃金助成）の概要

建設助成金のうち、認定訓練コースに係る助成は、中小建設事業主が雇用する建設

労働者に対して、職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第24条第1項の規定に基

づく認定を受けた職業訓練等（以下「認定訓練」という。）を受けさせる場合等に支給

するものである。

支給要領によれば、認定訓練コースに係る助成には、「認定訓練コース（賃金助

成）」と「認定訓練コース（経費助成）」とがあり、このうち、認定訓練コース（賃金
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助成）は、中小建設事業主が雇用する建設労働者の賃金に対する助成を行うものであ

り、支給対象者は、次のいずれの要件にも該当する中小建設事業主であることとされ

ている。

① 雇用する建設労働者に認定訓練を受けさせ、かつ、当該認定訓練を受けさせる期

間当該建設労働者に対し所定労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の額以

上の額の賃金を支払うものであること

② 雇用保険法施行規則（昭和50年労働省令第3号）第125条第1項に定めるキャリア形

成促進助成金（29年4月以降は人材開発支援助成金）又は同規則第133条第1項に定
(注1)

めるキャリアアップ助成金（以下、これらを合わせて「キャリア形成促進助成金
(注2)

等」という。）の支給を受けるものであること

貴省は、認定訓練コース（賃金助成）について、賃金に対する助成の趣旨は、中小

建設事業主が雇用する建設労働者に認定訓練を有給で受講させる場合に、受講期間中

に中小建設事業主が負担しなければならない受講者に係る賃金を国が助成することに

より、技能の習得等の促進を図り、建設業における若年労働者の確保及び育成等を図

るものであるとしている。

そして、支給要領によれば、認定訓練コース（賃金助成）の支給額については、キ

ャリア形成促進助成金等の支給額に上乗せして、認定訓練コース（賃金助成）の算定

対象となる認定訓練の受講者（以下「受講者」という。）1人につき、26年度から28年

度までは日額5,000円、29年度は生産性要件を満たしていない場合には日額4,750円、
(注3)

生産性要件を満たしている場合には日額6,000円（以下、これらの認定訓練コース（賃

金助成）の支給額の算定に用いる1人当たり日額を「助成金単価」という。）に、それ

ぞれ認定訓練を受けた日数（認定訓練を実施した日数のうち、キャリア形成促進助成

金等の支給の対象となった日数に限る。）を乗じて得た額とされており、また、各年度

とも訓練開始日が属する年度の助成金単価を適用することとされている。

認定訓練コース（賃金助成）の支給額は、28年度5億4007万円、29年度5億5349万余

円となっている。

なお、貴省は、30年度から建設助成金を含めた雇用関係助成金の再編整理を行い、

建設助成金の認定訓練コース（賃金助成）を人材開発支援助成金に統合している。

（注1） キャリア形成促進助成金 労働者のキャリア形成を効果的に促進する
ために、雇用する労働者に対して職務に関連した専門的な知識及び
技能の習得をさせるための職業訓練等を計画に沿って実施した事業
主に対して、訓練期間中の賃金の一部等を助成するもの
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（注2） キャリアアップ助成金 有期契約労働者、短時間労働者、派遣労働者
といった、非正規雇用労働者の企業内でのキャリアアップ等を促進
するために、職業訓練等を計画に沿って実施した事業主に対して、
訓練期間中の賃金の一部等を助成するもの

（注3） 生産性要件 助成金を申請する事業所における申請を行う直近の会計
年度における労働生産性がその3年度前に比べて6％以上伸びている
ことなどの要件

2 本院の検査結果

（検査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、経済性等の観点から、認定訓練コース（賃金助成）の助成金単価は、賃金に

対する助成の趣旨を踏まえて、受講者に係る中小建設事業主の賃金負担の実態に即した

ものとなっているかなどに着眼して検査した。

検査に当たっては、全国47都道府県労働局（以下、都道府県労働局を「労働局」とい

う。）のうち、28、29両年度（29年度は29年11月末現在。以下同じ。）ともに支給実績が

なかった山梨、沖縄両労働局を除く45労働局が上記の両年度に支給決定をした認定訓練

コース（賃金助成）について、受講者延べ3,388人を任意に抽出し、これらを雇用する1,

151事業主（28年度781事業主、29年度686事業主）に対する認定訓練コース（賃金助成）

の支給額計6億5640万余円（28年度3億5000万円、29年度3億0640万余円）を対象として、

11労働局において、支給申請書等の関係書類を確認するなどして会計実地検査を行った。
(注4)

また、残りの34労働局についても、認定訓練コース（賃金助成）の支給実績等に係る調

書の作成及び提出を求めるなどして同様の事項について検査した。

（注4） 11労働局 北海道、宮城、山形、栃木、埼玉、東京、神奈川、愛知、
大阪、香川、鹿児島各労働局

（検査の結果）

検査したところ、次のような事態が見受けられた。

貴省は、認定訓練コース（賃金助成）の助成金単価について、貴省が主要産業に雇用

される労働者の賃金の実態を明らかにするために公表している賃金構造基本統計調査

（以下「賃金センサス」という。）における建設業の生産労働者に係る所定内給与額等
(注5)

を用いて次のような方法により設定していた。

（注5） 所定内給与額 事業所の就業規則等で定められた給与に関する支給条
件及び算定方法によって支給された基本給及び超過労働給与額を含
まない諸手当

26年度から28年度までの間においては、直近の賃金センサスにおける所定内給与額等

を基に、1日当たりの賃金相当額（26年度12,629円、27年度12,655円、28年度12,786円）
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を算定し、これに貴省が助成金単価の設定の際に用いている助成率（6分の5）を乗じた

額から、キャリア形成促進助成金等の1日当たりの支給相当額である5,600円を差し引く

などして、助成金単価を5,000円と設定していた。

また、29年度においては、建設助成金を含めた雇用関係助成金等について、生産性要

件を満たした事業所に対する助成金を割り増すこととし、28年度までと同様の方法によ

り5,000円を算定した後に、生産性要件を満たしていない場合には5％を減算（4,750円）

し、生産性要件を満たしている場合には20％を加算（6,000円）して助成金単価を設定し

ていた。

そして、助成金単価の設定に当たっては、賃金センサスにおいて、企業規模別、年齢

別等に公表されている建設業の生産労働者に係る所定内給与額のうち、大企業も含めた

全ての企業規模及び全年齢の平均所定内給与額を用いていた。

しかし、前記のとおり、認定訓練コース（賃金助成）の支給対象者は中小建設事業主

となっており、助成金単価の設定の際に用いた企業規模とは異なるものとなっていた。

また、賃金センサス上の建設業の生産労働者の年齢構成は35歳以上の者が70％以上を占

めているのに対して、45労働局における認定訓練の受講者延べ3,388人（28年度1,853人、

29年度1,535人）の訓練受講時の年齢構成は、認定訓練の内容が基礎的な講義が中心であ

り若年者層向けの研修として利用されていることが多いことなどから、34歳以下の者が

80％以上を占めていて、助成金単価の設定の際に用いた年齢構成とも異なるものとなっ

ていた。

このように、貴省が賃金センサスを基に設定した助成金単価は、事業主の企業規模及

び受講者の年齢構成からみて、受講者に係る中小建設事業主の賃金負担の実態に即した

ものとなっているか疑義がある状況となっていた。

そこで、貴省が設定した助成金単価に基づいて支給された認定訓練コース（賃金助

成）の支給額とキャリア形成促進助成金等の支給額とを合計した額（以下「助成金合計

額」という。）が、受講者に係る中小建設事業主の賃金負担の実態に即したものとなって

いるか確認するために、助成金合計額と、実際に中小建設事業主が負担した当該受講者

の受講日数に係る賃金相当額に前記の助成率6分の5を乗じた額（以下「助成対象額」と

いう。）とを比較したところ、表のとおり、前記の1,151事業主に支給した助成金合計額

は計13億8798万余円（認定訓練コース（賃金助成）6億5640万余円、キャリア形成促進助

成金等7億3158万余円）であり、同1,151事業主に係る助成対象額計8億7961万余円を計5
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億0837万余円上回っていて、助成対象額の約1.6倍の助成金を交付することとなっていた。

表 助成金合計額と助成対象額との差額

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

＜事例＞

秋田労働局は、中小建設事業主である事業主Ａから、その雇用する建設労働者2人につい

て、いずれも平成27年4月28日から28年3月3日までに認定訓練を受講したとするキャリア形

成促進助成金に係る支給申請書等の提出を受けて、28年6月に同助成金をそれぞれ34万余円、

35万余円、計69万余円支給していた。さらに、同労働局は、28年5月に事業主Ａから、上記

の認定訓練に係る受講日数について、それぞれ60日、62日、計122日分を対象とした認定訓

練コース（賃金助成）に係る支給申請書等の提出を受けて、それぞれの受講日数に助成金

単価5,000円を乗じて、支給額をそれぞれ30万円、31万円、計61万円と決定し、同年6月に

同額を支給していた。

しかし、上記の2人を対象として事業主Ａに支給した助成金合計額計130万余円は、賃金

台帳を確認するなどして算定した助成対象額56万余円を74万余円上回っていた。

（改善を必要とする事態）

認定訓練コース（賃金助成）の助成金単価の設定に当たり、支給対象となる事業主の

企業規模及び受講者の年齢構成の実態と異なる統計値を基に算定していて、支給した助

成金合計額が訓練を受講させるために実際に中小建設事業主が負担した賃金に基づく助

成対象額を上回っている事態は賃金に対する助成の趣旨からして適切ではなく、改善を

図る要があると認められる。

（発生原因）
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このような事態が生じているのは、貴省において、助成金単価の設定に当たり、賃金

に対する助成の趣旨を踏まえて、受講者に係る中小建設事業主の賃金負担の実態に即し

た助成金単価を設定する必要性についての理解が十分でないことなどによると認められ

る。

3 本院が要求する改善の処置

建設業界では若年入職者の減少と高齢化が急速に進展し、将来の担い手の確保が喫緊

の課題となっている。

貴省は、事業主の利便性を高め、全般的な活用促進を図るために、前記のとおり、30

年度から、認定訓練コース（賃金助成）については、人材開発支援助成金に統合した上

で、人手不足分野である建設業における若年労働者の確保及び育成等のために、29年度

以前と同様の助成金単価の設定等に基づき、人材開発支援助成金の枠組みの中で、引き

続き、助成金の支給を行っている。

ついては、貴省において、支給要領を改正するなどして、助成金単価が受講者に係る

中小建設事業主の賃金負担の実態に即したものとなるよう改善の処置を要求する。
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